
（１－１３－Ⅰ）

実 績 評 価 書
平成１５年８月

政策体系 番 号

基本目標 １ 安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推

進すること

施策目標 １３ 健康危機管理を推進すること

Ⅰ 健康危機が発生した際に迅速に対応すること

担当部局・課 主管部局・課 大臣官房厚生科学課

関係部局・課

１．施策目標に関する実績の状況

実績目標１ 危機管理に対応するための組織を整備すること

（実績目標を達成するための手段の概要）

厚生労働省の健康危機管理の基本的な枠組みを定めた厚生労働省健康危機管理基本

指針等に基づき、関係部局における健康危機管理についての情報交換、迅速かつ適切

な健康危機管理を行うための円滑な調整を行うため、健康危機管理調整会議及び幹事

会を定期及び随時に適切に開催する。

（評価指標） Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４

月 随時 月 随時 月 随時 月 随時 月 随時危機管理調整会議（幹事会）の開催回数 2+ 2+ 2+ 2+ 2+
（備 考）

重大な健康危機が生じた場合等において、緊急に招集し開催することとしている。

実績目標２ 教育・訓練を充実すること

（実績目標を達成するための手段の概要）

健康危機の発生に迅速・的確に対応できるよう、地方厚生局や都道府県等の職員に

対する講習会を開催する。

（評価指標） Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４

11.2.15 12.3.6 12.3.14 13.1.21 14.1.20省内及び都道府県等を対象とする講習

会の開催 開催 開催 開催 開催 開催

（備 考）

平成１０年度より全都道府県の職員等を対象に年１回開催。地方厚生局は平成１３

年度から対象。平成１３年度から２日間実施（１２年度までは３日間 。）

実績目標３ マニュアル、設備を整備すること

（実績目標を達成するための手段の概要）

平成１３年から発足した地方厚生（支）局においても確実に健康危機管理業務が行

えるよう、必要なマニュアルの検討等を行い、体制整備を図る。

（評価指標） Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４



地方厚生局等における健康危機管理マ － － － 策定 実施

ニュアルの策定

（備 考）

地方厚生（支）局における健康危機管理実施要領（平成１４年１月２３日厚生労

働省大臣官房厚生科学課長決定）を策定し、要領に基づいた運営が実施されている。

２．評 価

( ) 現状分析1
現状分析

すべての国民の生命や健康の安全を守るために、感染症、食中毒、医薬品や飲料水

その他何らかの原因により生じる事態に対して、生物・化学テロへの対応を含めて、

迅速かつ適切に行うことための危機管理が強く求められている。

そのような中で、健康危機管理調整会議等を通じて、省内における健康危機に関す

る迅速な情報交換や、分担を定めた上での必要な対応を講じることができている。

、 、 、また 都道府県等においても 近年の危機管理への国民の関心の高まりを反映して

健康危機管理のためのマニュアルの整備等の健康危機管理に関する体制整備が進展す

るなど、健康危機管理の意識が徹底してきており、概ね、迅速な情報収集や対応が可

能となっている。一方で、今春発生した重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）等の他国

横断的な新興感染症やバイオテロへの対処するにはため、関係各国や国際機関と密接

に連携した情報収集体制を更に強化することが必要である。

さらに、平成１３年９月の米国同時多発テロの発生を受けて、化学テロ、生物テロ

、 、 、等を想定した講義を重点的に実施しており 平成１４年度においても 防護服の着用

除染の実演など、実践的な訓練を交えた効果的な講習の実施に努めている。

( ) 評価結果2
政策手段の有効性の評価

厚生労働省における健康危機管理の組織体制については、厚生労働省健康危機管理

調整会議に関する訓令等に基づき、公衆衛生上の緊急事態等に迅速かつ適切に対処す

ることができるよう、関係部局による健康危機管理調整会議及び幹事会を組織し、そ

れぞれ月１回ずつ定期的に、また必要に応じて随時に開催し、関係部局を明確にしつ

つ必要な情報交換を行っており、組織体制は整備されてきている。

また、教育訓練については、平成１０年度から、都道府県等の職員に対する講習会

を開催し、毎年１２０名前後の参加を得ており、平成１３年度からは地方厚生局の職

員も研修の対象に追加している。また、講習内容も、平成１１年度は東海村ＪＣＯの

臨界事故、平成１３年度は米国の炭疽菌事件等を踏まえた生物・化学テロ対策の講習

を実施するなど、直近の事件等を踏まえた内容としており、効果的な講習となってい

る。

さらに、平成１３年から発足した地方厚生（支）局における健康危機管理業務の適

切かつ迅速な実施を図るため、マニュアルを整備したところであり、現在これに基づ

いた運用が推進されているところである。

政策手段の効率性の評価



医薬品、食中毒、感染症、飲料水による健康被害など、各部局にわたる健康危機管

理業務を適切に実施するためには、関係部局をあらかじめ明確にし、その担当官等に

、 。よる会議を定期及び随時に開催することが 効率性及び迅速性の観点から適当である

、 、教育訓練については 地方厚生局や都道府県等の職員が一堂に会する場において

質疑を交えた講習を行うことにより、健康危機管理に必要な知識等を効率的に伝える

。 、 、 、 （ ）ことができている また マニュアル整備については 本省において 地方厚生 支

局の意見を聴きながら、効率的に有効なマニュアルを作成し、現在これに基づき効率

的な業務運営がなされているところである。

総合的な評価

健康危機管理調整会議等を通じて、省内における健康危機に関する迅速な情報交換

や、分担を定めた上での必要な対応を講じており、また、都道府県等においても、近

年の危機管理への国民の関心の高まりを反映して、健康危機管理のためのマニュアル

の整備等の健康危機管理に関する体制整備が進展するなど、目標達成に向けて進展が

あった。一方で、国内のみならず、新興感染症やバイオテロへの対処するための関係

各国や国際機関と密接に連携した情報収集体制の一層の強化が今後の課題として挙げ

られる。

分析分類評価結果分類

③ ③

３．政策への反映方針

今後とも、必要に応じ構成員を見直しながら、健康危機管理調整会議及び幹事会を

適時適切に開催する。また、食品の安全性の確保に係る新たな組織の設置状況等を踏

まえ、食品等の分野における安全情報の収集体制を充実・強化する。また、今春発生

した重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）等の他国横断的な新興感染症やバイオテロへ

の対処するため、関係各国や国際機関と密接に連携した情報収集体制を構築する。

さらに、講習会の開催や、健康危機管理に係る情報提供を進めるとともに、必要に

応じマニュアルの充実を図るなど、継続的に取り組むこととする。

反映分類

④

４．特記事項

①学識経験を有する者の知見の活用に関する事項

、 。 、健康危機管理調整会議には 国立試験研究機関等の専門家も参加している また

都道府県職員等に対する講習会は、国立試験研究機関等において、各分野の専門家

を講師として招くなどにより実施している。

②各種政府決定との関係及び遵守状況

10（「 」「 、 」「地方分権推進計画 国の行政組織等の減量 効率化等に関する基本計画 第

次定員削減計画 「行政改革大綱」等）」



③総務省による行政評価・監視等の状況

なし

④国会による決議等の状況（警告決議、付帯決議等）

なし

⑤会計検査院による指摘

なし


